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成果の概要 / 岡本正明 

 

 本助成金は、2024 年度に申請した科研基盤 B「東南アジアのスマートシティ・ブームの

学際的考察：都市のエージェンシー獲得のために」が不採択であったことを受けて申請して

採択していただいた。科研が不採択だった理由として、研究方法が具体的でなく、準備状況

が不十分という点が挙げられていた。そこで、本助成金では、実証研究を行うことで研究方

法を具体化することを主目的とした。スマートシティのデジタル・インフラともいえるデー

タセンターのインドネシアにおける展開の実態を調べる一方で、具体的にスマートシティ

として世界的にも知名度が高いインドネシアの都市、バンドンを取り上げて、具体的にどの

ような形で都市の課題に取り組んでいるのかを分析した。ここでは、後者の分析の暫定的結

果を報告する。 

 バンドンはインドネシアでもいち早くスマートシティづくりを推進した都市であり、

2010 年代半ばには、都市の降雨状況、交通状況、大気汚染情報など、さまざまな情報を統

括して可視化したコマンドセンターを設置した。また、許認可をオンラインで 1 本化して

手続きを簡素化し、市長みずから Facebook に乗り込んで、同市内の中小企業の商品を同ソ

ーシャルメディアで広告することを可能にするなど、デジタル化の波に乗ったような試み

を行うことで、インドネシアでは（当時の）首都ジャカルタと同様に先端的なスマートシテ

ィとしての知名度を誇った。また、世界的にも新興国のスマートシティのグッド・プラクテ

ィスとして各種の受賞をしてきた。 

 ただし、スマートシティづくりが始まってから 10 年ほどが経ち、市長も交代して、スマ

ートシティづくりがどの程度、さらなる発展を遂げているのか、あるいは、停滞しているの

かについては十分な研究がない。これは、多くのスマートシティについても同様である。そ

こで、本助成金を使って、デジタル化がもたらしてきているさまざまな社会変容の中でも、

最も顕著な事例であるオンライン・タクシー、オンライン・バイクタクシーの浸透に着目し

て実証研究をすることにした。インドネシアでは都市部における公共交通機関の不足が顕

著であり、個人のバイクや自動車が移動手段として重要であり、それを補完するものとして、

タクシーだけでなく、1970 年代以降、バイクタクシーも普及し始めていた。バイクタクシ

ーとは、公共交通機関がなかったり、不足したりしていながらも移動手段がないと不便な地

域の交差点などに拠点があるバイクのタクシーで、運輸省が公共交通機関としては認知さ

していないインフォーマルな移動手段である。しかし、公益性が高く、便利なことから都市

部を中心にインドネシア全土に普及している移動手段である。 

 2010 年代に入りデジタル化が急進展し始めると、オンライン・アプリでタクシーやバイ

クタクシーを注文できるウーバーやグラブのようなオンライン・バイクタクシー、オンライ

ン・タクシーが始まった。注文した時点で運賃がわかり、しかも、当初は一般のタクシーや

バイクタクシーよりも安かった。そうしたこともあり需要が急増した。それに伴い、オンラ

イン・タクシーやオンライン・バイクタクシーの運転手へのニーズが高まり、運転手は最低



賃金をはるかに超える所得を獲得することができた。こうした需要と供給のマッチングに

より、オンライン・バイクタクシーとオンライン・タクシーの数は急増し、同様のサービス

を提供するアプリも増えた。 

 こうしたオンライン・バイクやオンライン・バイクタクシーの急速な台頭により、都市の

風景は一変した。今では、通常のタクシー会社は激減し、現存するタクシー会社はオンライ

ン・プラットフォームと連携することで生き延びるほかなくなった。街中には、オンライン・

バイクタクシー用の緑のヘルメットをかぶるバイク運転手の数が溢れている。利用者から

すると、オンラインタクシーやオンラインバイクタクシーの急増は新たな移動手段の獲得

であり、しかも、移動手段にアクセスが容易になったことから悪いことではない。また、プ

ラットフォーム会社も成功したグラブやゴジェックのような企業の場合、一つのプラット

フォームを通じて、食事の配達、荷物の配送、清掃員などのサービス提供者の請負など、オ

ンライン対応可能なありとあらゆる職種に進出することで、インドネシアでも有数の企業

に変貌を遂げることに成功した。 

 しかし、こうした短期間でのデジタル化に伴う都市の移動手段と風景の変容は深刻な社

会問題を引き起こしている。産業革命初期のラッダイト運動を彷彿とさせるように、オンラ

イン・タクシー、オンライン・バイクタクシーの台頭と利用者の急増は、既存のタクシー運

転手や拠点型バイクタクシーの運転手の所得減、さらには解雇のリスクを高めたことで、そ

うした運転手たちによる激しい反対運動を引き起こした。オンライン・タクシーやバイクタ

クシーは違法であるとして、政府にそうした形態のタクシーの禁止を求めるデモだけでな

く、オンライン・タクシーやオンライン・バイクタクシーへの攻撃・破壊も行った。一定の

縄張りを持つ拠点型バイクタクシーの運転手たちは、オンライン・タクシーやオンライン・

バイクタクシーが縄張りで顧客を見つけたり、おろしたりすることを拒否する動きに出た

りした。縄張りを赤線地帯として、その域内でオンライン・タクシーやオンライン・バイク

タクシーを発見すると罰金を支払わせたり、運転手に暴行を加えたりする事件が都市部で

頻発した。オンライン・タクシー運転手やオンライン・バイクタクシー運転手も手をこまね

いていたわけではなく、攻撃を受ければ、仲間を募って反撃に出たことから対立は深刻化し

た。また、オンラインバイク・タクシーは拠点を持たないため、顧客待ちの時間はモールや

駅前など顧客を見つけやすい場所の路肩に駐車してたむろすることが目立ち、渋滞を悪化

させた。 

 しかし、オンライン・タクシーやオンライン・バイクタクシーに対する顧客の需要は高ま

る一方であったことから、2017 年、18 年頃になると、上述のように、既存のタクシー会社

は倒産して、運転手はオンライン・タクシーなどに転職し、生き残ったタクシー会社はプラ

ットフォーム会社と連携するようになった。また、拠点型のバイクタクシー運転手たちも所

得の減少に直面する中で、オンライン・バイクタクシー運転手に転職するような動きも見ら

れ、主要都市における物理的対立は減少していった。 

 通常のタクシーや拠点型バイクタクシーとの関係では、オンライン・タクシーやオンライ



ン・バイクタクシーが有利になってきていることは明らかであり、利用者にとってもそれほ

ど悪い話ではない。しかし、運転手にとってはデメリットが目立ち始めている。プラットフ

ォーム会社との関係では、運転手は正規従業員ではなく、あくまでもパートナーである。勤

務時間はフレキシブルであり、好きなときに好きな時間だけ働けることを売りにしている

ものの、顧客によるサービス評価、プラットフォーム企業による勤務態度評価などによって、

運転手は常に評価されており、従事する労働時間が長ければ長いほど評価され、顧客の注文

をキャンセルしないほうが評価される。アルゴリズムによって高い評価を受けた運転手ほ

どオンラインの注文を受けやすくなっている。そうすると、長時間労働することを強いられ

ていく。しかも、一種のブームにより、オンライン・タクシー、オンライン・バイクタクシ

ーの運転手のなり手が急増したことで、運転手一人あたりの手取りが激減していった。今で

はジャカルタでも最低賃金以下の収入しか得られなくなっている。そのために、運転手で生

計を立てようと思えば長時間労働が不可避となるだけでなく、病気などで勤務状況が悪化

すると運転手はオンラインの注文を受けることが困難な状態になってしまっている。 

 オンライン・タクシー、オンライン・バイクタクシーの台頭は、以上のような状況を生み

出している。そのことを踏まえつつ、バンドンでも調査を行った。バンドン市では公共交通

機関がカバーする道路は 36％にすぎず、しかも、オンライン・タクシー、オンライン・バ

イクタクシーの急増もあって、公共交通機関であり、39 路線ある乗合バスの台数が 1990 年

代の 5400 台から 2024 年には 2500 台にまで減少してしまった。 

 バンドンでも 2015 年ごろからオンライン・タクシーやオンライン・バイクタクシーが進

出し始めた。そうすると、拠点型バイクタクシーが反発して、両者間の物理的対立が目立っ

た。オンライン・バイクタクシーの運転手たちは、拠点型バイクタクシーの縄張りに入るこ

とは高いリスクを伴った。運転手が殴られたり、バイクを破損されたりした。そのため、自

分たちでさまざまな相互扶助のためのコミュニティを作り始めた。こうしたコミュニティ

はたまり場となるような場所を確保したり、娯楽をしたりするだけでなく、仲間の運転手が

拠点型バイクタクシーの運転手たちに攻撃を受けると、Whatsapp などで連絡を取り合って、

即座に拠点型バイクタクシーたちに反撃するようになった。短時間で千人程度を動員でき

るほどの機動力を有するコミュニティもあった。現在ではバンドンだけで 70 を超えるコミ

ュニティが誕生しており、オンライン・バイクタクシーの運転手になろうと思うと、こうし

たコミュニティに所属することが不可欠になってきている。個人ベースでプラットフォー

ム企業に運転手登録をしようとしても全く対応されないような状況に入っているからであ

る。 

 拠点型バイクタクシーが設けた赤線地帯は徐々に減ってきているとはいえ、2023 年時点

でも 29 箇所存在しており、特にバンドン東部に目立っている。ただ、地元警察の仲介もあ

って、拠点型バイクタクシーとオンライン・バイクタクシーの間で合意書が交わされるよう

なケースも出てきている。拠点型バイクタクシーの縄張りに拠点型バイクタクシーが進出

しないこと、縄張りに入ったら顧客を拠点型バイクタクシーに委ねること、そうしないこと



がわかると罰金を支払うことなどを定めたものである。 

 しかし、こうした合意書があったとしても、実際には抜け道も多く、中期的にはオンライ

ン・バイクタクシーが拠点型バイクタクシーから顧客をさらに奪っていき、拠点型バイクタ

クシーが衰退する可能性は高い。拠点型バイクタクシーとの関係から言えば、オンライン・

バイクタクシーの勝利ということになるのかもしれない。しかし、オンライン・バイクタク

シーの待遇改善は進んでおらず、運転手の供給過多状態の中で、他の都市同様、バンドンで

も運転手の所得は減少を続けている。 

 以上のような状況を考えると、スマートシティの代表格であるバンドン市で進むデジタ

ル化は、人々の移動手段に関する限り、必ずしもポジティブな影響をもたらしているわけで

はない。明らかに、オンライン・タクシーやオンライン・バイクタクシーがバスなどの公共

輸送機関に対する代替となってしまっており、バス網の整備という方向性が弱くなってし

まっている。オンライン・バイクタクシーやオンライン・タクシーは今のところ運賃面で顧

客にメリットはあるものの、プラットフォーム企業二社の寡占的状況が顕著であり、公益性

を考慮した運賃設定を継続する保障はない。運転手たちが公共空間にたむろして渋滞を引

き起こしているものの、それに対する自治体の対策もはっきりしない。また、運転手はプラ

ットフォーム企業のパートナーであって正規雇用労働者ではないために、運転手が供給過

剰になる中で所得が減少し続けていても、それに対する自治体なり中央政府の対応は中途

半端なままである。 

 こうしたファインディングについてすでに研究会で発表しており、2025 年度にはペーパ

ーにしていくことにしている。また、本助成金でおこなった研究の成果もあり、2025 年度

に申請した科研 B は採択された。 

 

 

 

 

 

 

 

  


